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被災者とともに歩んだ「ここから調査」：
15年を振り返って

福島県立医科大学

堀越直子・及川祐一・三浦至

こころの健康度・生活習慣に関する調査（ここから調査）
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開示すべきCO I 関係にある企業などはありません

COI 開示

堀越直子・及川祐一・三浦至



ここから調査の概要
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アウトリーチ型の電話支援

【対象】

・避難地域に指定された13市町村
の住民約１９万人

・年齢に応じた質問項目
①0-3歳

②4-6歳

③小学生

④中学生

⑤一般(16歳以上）

【目的】

被災者のメンタルヘルスと
生活習慣問題を長期的に把
握し、一人ひとりに寄り
添った保健・医療・福祉に係
る適切な支援を提供



調査結果
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【子ども】 情緒と行動（SDQ）ハイリスク割合の推移

＊非被災地におけるハイリスク割合は９．５％（Matsuishi et al., 2008）

9.5％

第４５・56回「県民健康調査」検討委員会報告書より
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＊SDQ 1６点以上の割合
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【一般】
全般的精神健康度(K6)13 点以上の割合の推移と年代別
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＊日本の一般人口における13点以上の割合は
3.0％（川上, 2007）

K6ハイリスク割合（１３点以上）の推移 令和５年度 年代別
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＊日本の一般人口におけるハイリスク割合は3.0％（川上ら, 2007）

K6：Kessler ６-item scale（ケスラー６指標）の略。心理的ストレスを含む何らかの精神
的な問題（うつ病や不安障害など）など全般的精神健康度を見るスクリーニングテスト



【一般】 普段の運動頻度の推移

第５６回「県民健康調査」検討委員会報告書より
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【一般】 問題飲酒（CAGE）ハイリスク割合の推移
＊CAGE 2点以上の割合

第５６回「県民健康調査」検討委員会報告書より
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【一般】 放射線リスク認知（次世代影響）の割合の推移

第５６回「県民健康調査」検討委員会報告書より

9

29.4 

25.9 

24.9 

23.9 

29.0 

15.2 

50.9 

51.9 

50.8 

48.9 

33.3 

24.6 

16.7 

18.8 

20.6 

22.4 

22.0 

25.3 

3.0 

3.5 

3.7 

4.8 

15.6 

34.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和5年度

令和4年度

令和3年度

令和2年度

平成27年度

平成23年度

可能性は極めて低い 可能性は低い 可能性は高い 可能性は非常に高い



電話支援
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アウトリーチ型の電話支援

支援チーム(約20名)

➢調査結果に基づき、支援対象者を選定し、該当する対象
者に対して架電による電話支援を実施

➢対象者からの受電相談も実施

➢電話支援では傾聴を重視し、状況に応じて２次スクリー
ニング、危機介入、助言、心理教育、受診勧奨等を行う。
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➢これまでに延べ４万人以上を支援
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15年の

電話支援を

振り返って



(ｎ＝358）

電話支援に対する有用性の評価
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Horikoshi et.al., Disaster Med Public Health Prep, 2022, 16(1):123-131.



被災者に寄り添う
ここから調査の取り組みについて
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調査票を回答した理由

役立ててほしかった/貢献したかった

自分の状況や思いを伝えたかった

福島県や福島県立医大の調査だったから

回答することが習慣だった

時間があった

など

【 ①調査票への協力 】
～被災者の声を聴く～

調査票を回答しなった理由

時間がなかった

自分には必要ないと感じた

項目数が多かった

書くことがストレスだった

調査の目的がわからなかった

など
Horikoshi et.al., Fukushima J Med Sci, 2017, 63(3), 152-9.
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調査票の改善案

質問紙の分量を少なくする

数年に1回の頻度にする

健診と一緒に回答できるようにする

回答の結果が届くようにする

質問内容を改善する

提出したら特典があるようにする

オンラインで回答できるようにする（自由記載より）

など

【 ①調査票への協力 】
～被災者の声を聴く～

Horikoshi et.al., Fukushima J Med Sci, 2017, 63(3), 152-9.
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調査票の改善案

質問紙の分量を少なくする

数年に1回の頻度にする

健診と一緒に回答できるようにする

回答の結果が届くようにする

質問内容を改善する

提出したら特典があるようにする

オンラインで回答できるようにする（自由記載より）

など

令和3～6年度

支援を重視した簡易版

平成26年度～

個別に結果通知書の送付

令和7年度（15年目の詳細調査）

抽選で13市町村の特産品

平成28年度～

オンライン回答を開始

【 ①調査票への協力 】
～被災者の声を聴く～

Horikoshi et.al., Fukushima J Med Sci, 2017, 63(3), 152-9.
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＼結果通知書の送付／

調査票に回答された方に対し、
一人ひとりに結果通知書を送付。
現在の自身のこころやからだの
状況を表記し、それぞれの結果
に対する具体的なアドバイスを
伝えることで、回答者自身の健
康状態の把握や生活習慣を見
直すきっかけとしての役割。

※令和7年度の詳細調査では、
前年度の結果に加え、震災当時
(平成23/24年度）の結果も表
記する予定。

平成2６年度から

【 ②調査結果の報告 】
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＼ニューズレターの発行／

調査の結果や実際の支援状況をわかり
やすく解説し、非回答者を含めたセルフ
ケアを高める情報誌を発行。

令和4年度から

包括的な支援に向けて

面接調査から、非回答者は就業者、社
会的孤立、心理的ストレス反応が高い
人であることがわかっているが、調査
への回答がないため、支援を届けに
くい。

Horikoshi et.al., Fukushima J Med Sci, 2017, 63(3), 152-9.

【 ②調査結果の報告 】
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回答結果から生活習慣など
のアドバイスが必要と判断
された方や電話が繋がら
なった方に対して、各種相
談窓口の情報やセルフケア
のポイントが書かれた「セル
フサポートブック」を送付。

【 ③支援対象者の健康づくりをサポート】

セルフサポート

＼ブックの送付／
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➢調査実施への理解と協力

【 ④様々な支援機関とともに 】

➢調査結果や支援状況の共有

広報紙や連携会議で調査回答への働きかけを依頼

1３市町村連絡会や各種連携会議などで情報交換

➢困りごとのある被災者へのシームレスな支援
個別ケースの訪問依頼や登録医師の紹介など
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まとめ

➢調査と支援の両輪で始まったここから調査。子どもや成人のメンタルヘル
スは、初年度に比べると著しく改善したが、成人では、その後回復が緩や
かとなり、現在も全国指標よりも高い値で推移している。一方、運動習慣、
問題飲酒などの生活習慣については、徐々に改善傾向がみられた。

➢震災から15年が経過し、電話支援の相談内容にも変化がみられ、それぞ
れの年月に対応した支援を継続的に行っている。現在まで延べ４万人以
上の方を支援し、その満足感は概して高く、一定の有用性があった。

➢平成23年度から始まった「ここから調査」は、様々な支援機関とともに、
被災者の声を真摯に受け止め、事業や支援の改善に努めてきた。
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